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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　成分組成は、質量％で、
Ｃ：０．１５～０．５０％、
Ｓｉ：０．８０％以下、
Ｍｎ：０．３～１．０％、
Ｐ：０．０１２％以下、
Ｓ：０．００５０％以下、
Ａｌ：０．０１～０．１０％、
Ｎ：０．０１％以下、
Ｃｒ：０．１～１．７％、
Ｍｏ：０．２～２．０％、
Ｖ：０．１０％以下、
Ｎｂ：０．０１～０．０８％、
Ｔｉ：０．０４％以下、
Ｂ：０．０００５～０．００３０％、
Ｃｕ：０．０３～０．０７％、
Ｃｏ：０．０１～０．０６％、
Ｃａ：０．０００１～０．００５０％
を含有し、残部が鉄および不可避的不純物からなることを特徴とする油井用低合金高強度
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継目無鋼管。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、油井用として最適な、特に低温靭性に優れた油井用低合金高強度継目無鋼管
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、原油価格の高騰や、近い将来に予想される石油資源の枯渇という観点から、従来
省みられなかったような高深度の油田や、硫化水素等を含む、いわゆるサワー環境下にあ
る厳しい腐食環境の油田やガス田等での開発が盛んになっている。このような環境下で使
用される油井用鋼管には、高強度で、かつサワー環境下における耐性、すなわち耐硫化物
応力割れ性（耐ＳＳＣ性）を兼ね備えたことが要求される。また、掘削地域に関しても、
鋼管の輸送が難しい極寒地域等まで幅広く検討がされている。従来、こういった地域では
鋼管が輸送中に低温にさらされ、輸送時に発生する衝撃により割れてしまう等のリスクが
あり、優れた低温靭性をもった鋼管のニーズがある。
【０００３】
　このような要求に対し、例えば、特許文献１には、重量％で、Ｃ：０．０５～０．３５
％、Ｓｉ：０．０１～０．５％、Ｍｎ：０．７５～２．５％、Ｓ：０．０１％以下、Ｐ：
０．０２％以下、Ａｌ：０．００５～０．１％、Ｔｉ：０．００５～０．０２０％、Ｎｂ
：０．００５～０．１％、Ｂ：０．０００３～０．００３％、Ｎ：０．００３０～０．０
０５０％を含有し、かつΔＴｉ（％）≧－０．００５％（ただし、ΔＴｉ（％）＝Ｔｉ含
有量（％）－３．４Ｎ含有量（％））である鋼片を、熱間成形圧延後焼き入れ－焼戻しす
ることを規定した低温靭性を改善した低温用シームレス鋼管の製造方法が開示されている
。
【０００４】
　特許文献２には、質量％で、Ｃ：０．１５～０．５０％、Ｓｉ：０．８％以下、Ｍｎ：
０．３～１．０％、Ｐ：０．０１２％以下、Ｓ：０．００２０％以下、Ａｌ：０．０１～
０．１０％、Ｎ：０．０１％以下、Ｃｒ：０．１～１．７％、Ｍｏ：０．４～１．２％、
Ｖ：０．０１～０．１０％、Ｎｂ：０．０１～０．０８％、Ｔｉ：０．００５～０．０３
％、Ｂ：０．０００５～０．００３０％を含み、残部Ｆｅおよび不可避的不純物からなる
組成を有する鋼管素材を加熱し、熱間加工工程により造管し、継目無鋼管となしたのち、
該継目無鋼管に焼入れ処理および焼戻処理を施すことを規定した耐硫化物応力腐食割れ性
を改善した油井用低合金高強度継目無鋼管の製造方法が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平９－２０９６１号公報
【特許文献２】特開２０１５－１８３１９７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、特許文献１に記載の技術は、低温靭性のみを改善するものであり、高強
度、耐ＳＳＣ性の改善については不明である。特許文献２に記載の技術は、低温靭性の向
上はまだ不十分という問題がある。そのため、特許文献１、２では、高強度と低温靭性を
両立するには至っていない。近年、油井用継目無鋼管に要求される特性は、環境保護の観
点から厳しくなってきており、耐ＳＳＣ性はもちろん、耐ＳＳＣ性以外の特性も重要視さ
れている。耐ＳＳＣ性の改善のため、種々の合金添加を行う方法があるが、その添加元素
による副作用として、耐ＳＳＣ性以外の特性に悪影響を生じかねないという問題があった
。したがって、耐ＳＳＣ性は向上しても、それ以外の特性が悪化する合金の添加は、極力
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避けなければならない。
【０００７】
　従来、耐ＳＳＣ性の改善には、Ｍｏの添加が有効とされる。しかし、Ｍｏは高価な合金
であるため、純度の高いＭｏを使用することはコストアップにつながり、製造コスト面で
競争力を低下させる問題があった。そのため、昨今、鋼管の製造コスト削減の観点より、
安価な合金素材の使用が増えている。しかし、安価な合金素材は不純物を含むため、耐Ｓ
ＳＣ性を向上させることが難しい。
【０００８】
　本発明は係る問題に鑑み、油井用として最適な、優れた耐ＳＳＣ性を維持したまま、低
温、特に－２０℃以下の条件下での衝撃吸収エネルギーを向上させる低温靭性に優れた油
井用低合金高強度継目無鋼管を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは、上記課題達成のため鋭意研究を行った結果、以下の知見を得た。
【００１０】
　鋼管の製造コスト削減の観点から、不純物を含む安価合金素材を使用することを前提に
、その影響について鋭意調査した。結果、安価合金素材は、本来、不純物が多いため耐Ｓ
ＳＣ性に悪影響を及ぼすことが分かった。しかし、微量添加元素を中心として成分組成を
規定することで、耐ＳＳＣ性に悪影響を及ぼすことなく、靭性も向上することが可能とな
る。特に、Ｃｏを０．０１～０．０６質量％添加することで達成できることが新たに分か
った。
【００１１】
　本発明は前述の知見に基づいてなされたものであり、以下を要旨とするものである。
［１］成分組成は、質量％で、Ｃ：０．１５～０．５０％、Ｓｉ：０．８０％以下、Ｍｎ
：０．３～１．０％、Ｐ：０．０１２％以下、Ｓ：０．００５０％以下、Ａｌ：０．０１
～０．１０％、Ｎ：０．０１％以下、Ｃｒ：０．１～１．７％、Ｍｏ：０．２～２．０％
、Ｖ：０．１０％以下、Ｎｂ：０．０１～０．０８％、Ｔｉ：０．０４％以下、Ｂ：０．
０００５～０．００３０％、Ｃｕ：０．０３～０．０７％、Ｃｏ：０．０１～０．０６％
、Ｃａ：０．０００１～０．００５０％を含有し、残部が鉄および不可避的不純物からな
ることを特徴とする油井用低合金高強度継目無鋼管。
【００１２】
　なお、本発明において、高強度とは、降伏強度６５０ＭＰａ以上（９５ｋｓｉ以上）の
強度を有するものをいう。また、本発明において優れた耐硫化物応力腐食割れ性（耐ＳＳ
Ｃ性）とは、ＮＡＣＥ　ＴＭ０１７７　Ｍｅｔｈｏｄ　Ａに基づく試験であって、Ｈ2Ｓ
が飽和した０．５％酢酸＋５．０％食塩水溶液（液温：２４℃）を用い、降伏強さの９０
％の負荷応力を７２０時間負荷する定荷重試験を実施し、割れが発生しないことをいう。
バラつきを考慮し、同一試験サンプルにおける試験数は３本以上行うことが望ましい。さ
らに、本発明において、低温靭性とは－２０℃以下の条件下での衝撃吸収エネルギーを意
味する。低温靭性に優れたとは、Ｃｏ含有量が０質量％の鋼を比較鋼として本発明鋼の特
性を評価し、比較鋼の衝撃吸収エネルギーを１.００とした場合の、比較鋼に対する本発
明鋼の衝撃吸収エネルギーの比率が１．００以上であることをいう。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、降伏強度６５０ＭＰａ以上の高強度を有しつつ、硫化水素ガス飽和環
境（サワー環境）下における優れた耐硫化物応力腐食割れ性（耐ＳＳＣ性）は維持したま
ま、さらに低温、特に－２０℃以下の条件下での靭性に優れた油井用低合金高強度継目無
鋼管が得られる。また、本発明の鋼管は、Ｃｏを微量含有しているＭｏ合金を使用できる
ようになったため、安価なＭｏ源を使用することに伴い、コスト削減に大きく寄与するこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
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【００１４】
【図１】図１は、Ｃｏ含有量（質量％）、シャルピー衝撃試験温度（℃）および比較鋼に
対する本発明鋼の衝撃吸収エネルギー比率の関係を示す図であり、それぞれ（Ａ）は横軸
をシャルピー衝撃試験温度とするものであり、（Ｂ）は横軸をＣｏ含有量とするものであ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本発明について詳細に説明する。
【００１６】
　まず、本発明の継目無鋼管の成分組成と、その限定理由について説明する。以下の成分
組成を表す％は、特に断らない限り質量％を意味するものとする。
【００１７】
　Ｃ：０．１５～０．５０％
　Ｃは、鋼の強度を増加させる作用を有し、所望の高強度を確保するために重要な元素で
ある。また、Ｃは、焼入れ性を向上させる元素であり、焼戻マルテンサイト相を主相とす
る組織の形成に寄与する。降伏強度が６５０ＭＰａ以上の高強度を実現し、これらの効果
を得るためには、Ｃは０．１５％以上の含有を必要とする。一方、Ｃが０．５０％を超え
る含有は、焼戻時に、水素のトラップサイトとして作用する炭化物を多量に析出させ、拡
散性水素の鋼中への過剰な侵入を阻止できなくなる。また、焼入れ時の割れを抑制できな
くなる。このため、Ｃは０．１５～０．５０％とする。好ましくは０．２０～０．３０％
以下とする。
【００１８】
　Ｓｉ：０．８０％以下
　Ｓｉは、脱酸剤として作用するとともに、鋼中に固溶して鋼の強度を増加させ、焼戻時
の急激な軟化を抑制する作用を有する。これらの効果を得るためには、Ｓｉは０．０５％
以上の含有をすることが好ましい。より好ましくは、０．１０％以上とする。一方、Ｓｉ
が０．８０％を超える含有は、粗大な酸化物系介在物を形成し、強い水素トラップサイト
として作用する。また、固溶強化に有効なＳｉの固溶量低下を招く。このため、Ｓｉは０
．８０％以下とする。好ましくは０．４０％以下である。
【００１９】
　Ｍｎ：０．３～１．０％
　Ｍｎは、焼入れ性の向上を介して、鋼の強度を増加させるとともに、Ｓと結合しＭｎＳ
としてＳを固定して、Ｓによる粒界脆化を防止する作用を有する。降伏強度が６５０ＭＰ
ａ以上の高強度を確保するためには、Ｍｎは０．３％以上の含有を必要とする。一方、Ｍ
ｎが１．０％を超える含有は、粒界に析出するセメンタイトが粗大化し、耐硫化物応力腐
食割れ性を低下させる。このため、Ｍｎは０．３～１．０％とする。好ましくは０．５～
０．９％以下とする。
【００２０】
　Ｐ：０．０１２％以下
　Ｐは、固溶状態では粒界等に偏析し、粒界脆化割れ等を引き起こす傾向を示し、本発明
ではできるだけ低減することが望ましいが、０．０１２％までは許容できる。このような
ことから、Ｐは０．０１２％以下とする。なお、好ましくは０．０１０％以下である。
【００２１】
　Ｓ：０．００５０％以下
　Ｓは、鋼中ではほとんどが硫化物系介在物として存在し、延性、靭性や、耐硫化物応力
腐食割れ性等の耐食性を低下させる。Ｓの一部は固溶状態で存在する場合があるが、その
場合には粒界等に偏析し、粒界脆化割れ等を引き起こす傾向を示す。このため、Ｓは、本
発明ではできるだけ低減することが望ましいが、その悪影響が許容できる０．００５０％
以下とする。しかし、過剰なＳ低減は精錬コストを高騰させる。このようなことから、本
発明では、Ｓは、０．０００４％を下限とすることが好ましい。
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【００２２】
　Ａｌ：０．０１～０．１０％
　Ａｌは、脱酸剤として作用するとともに、Ｎと結合しＡｌＮを形成してオーステナイト
結晶粒の微細化に寄与する。これらの効果を得るためには、Ａｌは０．０１％以上の含有
を必要とする。一方、Ａｌは０．１０％を超えて含有すると、酸化物系介在物が増加し、
靭性が低下する。このため、Ａｌは０．０１～０．１０％とする。好ましくは０．０２～
０．０７％とする。
【００２３】
　Ｎ：０．０１％以下
　Ｎは、Ｔｉ、Ｎｂ、Ａｌ等の窒化物形成元素と結合しＭＮ型の析出物を形成する。しか
し、これらの析出物は粗大な析出物となり、耐硫化物応力腐食割れ性を低下させる。従っ
て、Ｎはできるだけ低減することが好ましいが、０．０１％までであれば許容できる。こ
のため、Ｎは、０．０１％以下とする。なお、少量のＭＮ型析出物は、鋼素材等の加熱時
に結晶粒の粗大化を抑制する効果を有する。このため、Ｎは０．００３％程度以上を含有
することが好ましい。なお、より好ましくは０．００３～０．００５％である。
【００２４】
　Ｃｒ：０．１～１．７％
　Ｃｒは、焼入れ性を向上させ、その結果として鋼の強度の向上に寄与するとともに、耐
食性を向上させる。また、Ｃｒは、焼戻時にＣと結合し、Ｍ３Ｃ系、Ｍ７Ｃ３系、Ｍ２３

Ｃ６系等の炭化物を形成し、特にＭ３Ｃ系炭化物は、焼戻軟化抵抗を向上させ、焼戻によ
る強度変化を少なくして、強度調整を容易にする。このような効果を得るためには、Ｃｒ
は０．１％以上の含有を必要とする。一方、Ｃｒは１．７％を超えて含有すると、多量の
Ｍ７Ｃ３系炭化物、Ｍ２３Ｃ６系炭化物が形成される。これらの炭化物は、水素のトラッ
プサイトとして作用するため、耐硫化物応力腐食割れ性が低下する。このため、Ｃｒは０
．１～１．７％とする。好ましくは０．５～１．５％とする。さらに好ましくは０．９～
１．５％とする。
【００２５】
　Ｍｏ：０．２～２．０％
　Ｍｏは、炭化物を形成し、析出強化により強度の増加に寄与するとともに、固溶して、
旧オーステナイト粒界に偏析して更なる耐硫化物応力腐食割れ性の向上に寄与する。また
、Ｍｏは、腐食生成物を緻密化し、さらに割れの起点となるピット等の生成・成長を抑制
する。このような効果を得るためには、Ｍｏは０．２％以上の含有を必要とする。一方、
Ｍｏは２．０％を超える含有は、針状のＭ２Ｃ型析出物や、Ｌａｖｅｓ相（Ｆｅ２Ｍｏ）
を形成し、耐硫化物応力腐食割れ性を低下させる。このため、Ｍｏは０．２～２．０％と
する。好ましくは０．６～１．５％とする。
【００２６】
　Ｖ：０．１０％以下
　Ｖは、炭化物あるいは窒化物を形成し、析出強化により鋼の強度向上に寄与する。この
ような効果を得るためには、０．０１％以上のＶを含有することが好ましい。一方、Ｖは
、０．１０％を超えて含有しても、前述の効果が飽和し、含有量に見合う効果が期待でき
ない。また、経済的に不利となる。このため、Ｖは０．１０％以下とする。好ましくは０
．０２～０．０８％とする。
【００２７】
　Ｎｂ：０．０１～０．０８％
　Ｎｂは、オーステナイト（γ）温度域での再結晶を遅延させ、γ粒の微細化に寄与し、
マルテンサイトの下部組織（例えば、パケット、ブロック、ラス）の微細化に極めて有効
に作用する。また、Ｎｂは、炭化物を形成し、析出強化により鋼の強度向上に寄与する作
用も有する。このような効果を得るためには、Ｎｂは０．０１％以上の含有を必要とする
。一方、Ｎｂは０．０８％を超えて含有しても、粗大な析出物（ＮｂＣ、ＮｂＮ）の析出
を促進し、耐硫化物応力腐食割れ性の低下を招く。このため、Ｎｂは０．０１～０．０８
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％とする。好ましくは０．０２～０．０６％とする。
【００２８】
　Ｔｉ：０．０４％以下
　Ｔｉは、炭化物あるいは窒化物を形成し、析出強化により鋼の強度向上に寄与する。こ
のような効果を得るためには、Ｔｉは０．００１％以上の含有が望ましい。一方、Ｔｉは
０．０３％を超えて含有すると、鋳造時に粗大なＭＣ型窒化物（ＴｉＮ）の形成が促進さ
れ、その後の加熱でも固溶しないため、靭性や耐硫化物応力腐食割れ性の低下を招く。こ
のため、Ｔｉは０．０４％以下とする。好ましくは０．０１～０．０３％とする。
【００２９】
　Ｂ：０．０００５～０．００３０％
　Ｂは、微量の含有で焼入れ性の向上に寄与する元素である。このような効果を得るため
には、Ｂは０．０００５％以上の含有を必要とする。一方、Ｂは０．００３０％を超えて
多量に含有しても、前述の効果が飽和するか、あるいはＦｅ硼化物（Ｆｅ－Ｂ）の形成に
より、逆に所望の効果が期待できなくなり、経済的に不利となる。また、０．００３０％
を超える多量のＢ含有は、Ｍｏ２Ｂ、Ｆｅ２Ｂ等の粗大な硼化物の形成を促進し、熱延時
に割れを発生しやすくする。このため、Ｂは０．０００５～０．００３０％とする。好ま
しくは０．００１０～０．００３０％とする。
【００３０】
　Ｃｕ：０．０３～０．０７％
　Ｃｕは、鋼の強度を増加させるとともに、靭性、耐食性を向上させる作用を有する元素
である。特に、厳しい耐硫化物応力腐食割れ性が要求される場合には、極めて重要な元素
となる。Ｃｕは、緻密な腐食生成物を形成し、さらに割れの起点となるピットの生成・成
長を抑制して、耐硫化物応力腐食割れ性を顕著に向上する。このような効果を得るために
は、Ｃｕは０．０３％以上を含有することが必要である。一方、０．０７％を超えて含有
しても、前述の効果が飽和し、含有量に見合う効果を期待できなくなる。このため、Ｃｕ
は０．０７％以下とする。好ましくは、０．０４～０．０５％である。
【００３１】
　Ｃｏ：０．０１～０．０６％
　Ｃｏは、焼き戻し抵抗性の向上や、高温時での硬度上昇に寄与する元素である。上記の
ような効果を得るためには、一般的に０．０５％以上を含有することが有効である。しか
し、Ｃｏは高価な合金であるため、多量に含有することは経済的に不利となる。また、Ｃ
ｏは、低温、特に－２０℃以下の条件下での衝撃吸収エネルギーの向上に寄与する元素で
もある。このような効果を得るためには、Ｃｏは０．０１％以上の含有を必要とする。一
方、Ｃｏは０．０６％を超えて含有しても、衝撃吸収エネルギーが低下する。また、経済
的に不利となる。このため、Ｃｏは０．０１～０．０６％とする。好ましくは０．０１～
０．０５％とする。さらに好ましくは０．０１～０．０４％とする。
【００３２】
　Ｃａ：０．０００１～０．００５０％
　Ｃａは、介在物の形態を制御する作用を有する元素として有用であり、展伸した硫化物
系介在物を粒状の介在物とする。この介在物の形態制御を介して、延性、靭性や耐硫化物
応力腐食割れ性を向上させる作用を有し、必要に応じて含有できる。このような効果を有
効に発揮させるためには、Ｃａは０．０００１％以上含有することが好ましい。一方、０
．００５０％を超えて含有すると、非金属介在物量が増加し、かえって延性、靭性や耐硫
化物応力腐食割れ性が低下する場合がある。また、経済的に不利になる場合がある。従っ
て、Ｃａを含有する場合には、０．００５０％以下とする。好ましくは０．０００１～０
．００３０％とする。
【００３３】
　残部は鉄および不可避的不純物である。
【００３４】
　以上の必須元素で本発明の鋼板は目的とする特性が得られる。
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【００３５】
　次に、本発明の継目無鋼管の製造方法について説明する。
【００３６】
　本発明の継目無鋼管は、例えば、上記した成分組成からなる鋼管素材を加熱後、熱間成
形により造管して継目無鋼管を成形し、次いで該継目無鋼管に焼入れ処理、焼戻処理を施
すことで製造することができる。
【００３７】
　本発明では、上記した成分組成からなる鋼管素材の製造方法については、例えば、上記
した組成を有する溶鋼を、転炉、電気炉、真空溶解炉等の通常公知の溶製方法で溶製し、
通常公知の連続鋳造法、造塊－分塊圧延法等により鋼管素材である鋳片とすることが好ま
しい。なお、得られる鋳片は、ブルーム、ビレット、いずれの形状でもよいが、連続鋳造
法で鋳込まれる形状が丸断面のビレットであれば、後述する丸断面のビレットへの熱間圧
延を省略できるためより好ましい。さらに、得られた鋳片を加熱した後、熱間圧延を施し
、鋼管素材である鋳片としてもよい。
【００３８】
　得られた鋼管素材は、加熱炉で１１００～１３００℃の範囲の温度に加熱した後、熱間
成形により継目無鋼管に成形することが好ましい。熱間成形方法は、ピアサー穿孔の後、
プラグミル圧延、あるいはマンドレルミル圧延いずれかの方法を用いて所定の肉厚に成形
後、適切な縮径圧延までを熱間で行う。なお、プレス方式による熱間押出で継目無鋼管と
してもよい。
【００３９】
　継目無鋼管成形後、目標とする降伏強度６５０ＭＰａ以上を達成するために、焼入れ処
理（Ｑ）および焼戻処理（Ｔ）を施すことが好ましい。焼入れ処理および焼戻処理は、１
回でも効果が得られるが、２回以上しても良い。焼入れ処理を２回以上繰り返し実施する
ことにより、鋼の組織が微細化し、高強度、高靭性で、かつ耐硫化物応力腐食割れ性に優
れた鋼管を得ることができる。なお、焼入れ処理を２回以上繰り返す場合、焼入れ処理を
連続して繰返して行うＱＱ処理、あるいは焼入れ処理と焼戻処理を交互に繰返して行うＱ
ＴＱＴ処理のいずれでもよい。
【００４０】
　焼入れ処理として、Ａｃ３変態点以上１０００℃以下の焼入れ温度に再加熱後、Ａｃ３

変態点以上１０００℃以下の温度域からＭｓ変態点以下、好ましくは１００℃以下の温度
域まで、２℃／ｓ以上の平均冷却速度で冷却することが好ましい。焼入れ温度がＡｃ３変
態点未満では、オーステナイト単相域に加熱することができず、その後の冷却で十分なマ
ルテンサイト組織を確保することができない。そのため、所望の高強度を確保できなくな
る。一方、焼入れ温度が１０００℃を超えると、結晶粒の粗大化を招き、靭性および耐硫
化物応力腐食割れ性が低下する。このため、焼入れ温度はＡｃ３変態点以上１０００℃以
下とすることが好ましい。本発明では、焼入れ温度における保持時間は、５ｍｉｎ以上が
好ましい。平均冷却速度を２℃／ｓ以上とすることにより、十分な焼入れ組織とすること
ができる。具体的には、微細なオーステナイト（γ）相から変態した微細な下部組織を有
するマルテンサイト相を主相とする組織とすることができる。ここで、主相とは、体積％
で、９０％以上を占める相をいう。なお、平均冷却速度の上限は、特に限定する必要はな
い。しかし、管の形状確保という観点から２５℃／ｓ以下とすることが好ましい。
【００４１】
　焼戻処理として、６４０～７２０℃の温度域の焼戻温度で１０ｍｉｎ以上保持した後、
６４０～７２０℃の温度域から室温まで、空冷以上の平均冷却速度で冷却することが好ま
しい。焼戻処理は、過剰な転位を減少させ組織の安定化を図り、所望の高強度と更なる優
れた耐硫化物応力腐食割れ性とを兼備させるために行う。焼戻温度が６４０℃未満では、
転位等の水素トラップサイトが増加し、耐硫化物応力腐食割れ性が低下する。一方、焼戻
温度が７３０℃超えでは、組織の軟化が著しくなり、目標とする強度を確保できない。こ
のため、焼戻温度は６４０～７２０℃の温度域にすることが好ましい。より好ましくは６
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７０～７１０℃の温度域とする。焼戻温度での保持時間は、１０ｍｉｎ以上とすることが
好ましい。１０ｍｉｎ未満では、所望の組織の均一化が達成できない。より好ましくは、
２０ｍｉｎ以上とする。
【００４２】
　次に、本発明の特性について説明する。
【００４３】
　本発明の高強度継目無鋼管は、特に低温靭性に優れる。以下、図１を参照しながら説明
する。
【００４４】
　図１は、Ｃｏ含有量（質量％）、シャルピー衝撃試験温度（℃）および比較鋼に対する
本発明鋼の衝撃吸収エネルギー比率の関係を示す図である。図１（Ａ）では横軸をシャル
ピー衝撃試験温度とし、図１（Ｂ）では横軸をＣｏ含有量とする。本発明では、Ｃｏ含有
量が０質量％の鋼を比較鋼とし、本発明鋼の特性を評価している。衝撃吸収エネルギー比
率とは、比較鋼の衝撃吸収エネルギーを１.００とした場合の、比較鋼に対する本発明鋼
の衝撃吸収エネルギーの比率である。なお、シャルピー衝撃試験の衝撃吸収エネルギーは
、後述の実施例に記載の方法で測定する。
【００４５】
　図１より、上記した成分組成からなる鋼管素材（本発明鋼）では、Ｃｏ含有量が０質量
％に対し、特にＣｏ含有量が０．０４質量％の場合に、シャルピー衝撃試験温度が－２０
℃、－４０℃、－６０℃のいずれにおいても、高い衝撃吸収エネルギー比率となることが
分かる。一方、Ｃｏ含有量が０．０６質量％になると、シャルピー衝撃試験温度が－２０
℃、－４０℃、－６０℃では衝撃吸収エネルギー比率は減少し、その向上代は０．０４質
量％より低下することも分かる。
【００４６】
　以上より、本発明では、Ｃｏを所定量添加することにより、低温靭性、すなわち－２０
℃以下における衝撃吸収エネルギーは著しく向上した。
【実施例】
【００４７】
　以下、本発明を実施例により詳細に説明する。なお、衝撃吸収エネルギーは、鋼管の製
品寸法、すなわち素材からの加工度によって大きく変化する。ここでは、鋼管圧延を模擬
した板圧延により評価した。本発明は以下の実施例に限定されない。
【００４８】
　表１に示す成分組成の鋼を真空溶解炉で溶製後、１３５ｍｍ厚の５０キロの角インゴッ
トで鋳片を作製した。インゴットは１１００℃で１時間加熱したのち、板厚４５ｍｍまで
粗圧延を実施、その後１２５０℃まで加熱し板厚１５ｍｍまで仕上圧延を実施した。得ら
れたサンプルは、９２０℃で５分保持したのち、水焼入れ処理を実施し、その後６８５℃
で３０分保持し焼戻処理を施した。
【００４９】
　最終的に得られたサンプルより試験片を採取し、引張試験、シャルピー衝撃試験、耐硫
化物応力腐食割れ試験を行った。試験方法は次の通りとした。
（１）引張試験
　降伏強度（ＹＳ）、引張強さ（ＴＳ）は、引張方向が圧延方向（サンプルの長手方向）
になるよう採取した丸棒引張試験片（平行部６ｍｍφ×Ｇ.Ｌ.２４ｍｍ）を用いて、ＪＩ
Ｓ　Ｚ　２２４１に準拠した引張試験により求めた。なお、降伏強度は０．５％伸びにお
ける強度とした。本発明では、降伏強度は、６５０ＭＰａ以上を合格と評価した。
（２）シャルピー衝撃試験
　得られたサンプルから、長手方向に直交する方向が試験片長手方向となるように、シャ
ルピー衝撃試験片（２ｍｍＶノッチ試験片）を採取し、ＪＩＳ　Ｚ　２２４２の規定に準
拠してシャルピー衝撃試験を実施した。試験を３回行い、衝撃吸収エネルギー（J）の平
均を求めた。シャルピー試験温度は、０℃、－２０℃、－４０℃、－６０℃で実施した。
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ここでは、Ｃｏ含有量が０質量％の鋼である表１の鋼Ｎｏ．Ａを比較鋼とし、衝撃吸収エ
ネルギー比率を求めた。
（３）硫化物応力腐食割れ試験
　得られた継目無鋼管から試験片を３本採取し、ＮＡＣＥ　ＴＭ０１７７　Ｍｅｔｈｏｄ
　Ａの規定に準拠した方法で耐硫化物応力腐食割れ試験を行った。試験には、Ｈ2Ｓが飽
和した０．５％酢酸＋５．０％食塩水溶液（液温：２４℃）を用い、降伏強さの９０％の
負荷応力を７２０時間負荷する定荷重試験を実施した。試験数は各サンプルで３本ずつ実
施した。試験終了後、ＳＳＣ発生有無を調査し、ＳＳＣ発生率０％、すなわち割れが発生
しない場合を合格とした。
【００５０】
【表１】

【００５１】
　以上により得られた結果を、表２に示す。
【００５２】
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【表２】

【００５３】
　本発明例はいずれも、降伏強度６５０ＭＰａ以上で、硫化物応力腐食割れ試験での割れ
発生率が０％以上であるとともに、優れた低温靭性を兼備する高強度継目無鋼管となって
いる。
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